
環境経営�

プロジェクト単位の環境投資効果事例

環境経営�

環境会計
事業活動における環境活動の費用対効果を可能な限り分析しています。

2002年度は、環境省「環境会計ガイドライン（2002年版）」に基づいて集計しています。
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カシオグループでは1999年度から環境会計に取り組み

はじめ、2000年度から公表を行っています。

公表実績数値は、明確な根拠に基づくもののみとしてい

ますが、内部環境会計においては環境経営の方針決定

ツールとして、環境汚染の修復、訴訟費用、省エネ・省資

源等によるＣＯ２、廃棄物削減量などを金額に置き換えた

場合の仮定的算出に基づく集計の研究も行っています。

また、環境経営指標についても継続的な評価と見直し

を実施し、体質強化を図っています。

環境負荷低減活動として、各事業所、生

産拠点では、各種のプロジェクトを組んで活

動を展開しています。

右記のプロジェクトはその一例ですが、その

他にもリサイクル業者の選定、社内管理の徹

底などにより、投資・経費をかけることなく、

埋立て量の削減、廃棄物発生の削減に努

めています。

甲府カシオにおいては、部品供給用トレー、

スティック等のリユースにより8.4トンの廃棄

物を削減しました。

また、カシオグループ（国内）では発生廃棄

物の約50％にあたる3,150トン（熱回収焼却

を除く）がリユース・リサイクルされています。

カシオの考える環境会計 2002年度実績

2002年度 （2002年4月～2003年3月）実績報告�

設備投資� 環境費用�

金額単位：百万円�

デバイス事業�
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上・下流コスト�

�

�

63�

11�

50�

2�

�

実績�
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設備投資�
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環境保全効果【対前年】�環境負荷�
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設備維持管理費用等�
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トナー回収費用�
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エレクトロニクス機器事業�
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当期の主な内容�

省エネルギー（対前年）�

省資源化推進による効果�

廃棄費用削減（対前年）�

製品のリサイクル、�
副資材などのリユース、�
有価物の売却収入など�

デバイス事業所2ヶ所（高知カシオ、
カシオマイクロニクス（山梨））の
生産立上げに伴う、電力、空調用燃
料等の増（CO2、NOX、SOXの排
出増）及び廃棄物総量増がありま
すが、今後、計画通りの生産により
原単位は削減の見通しです。�

CO2 　  72,250トン�

ＮＯｘ　　　    23トン�

ＳＯｘ 　           8トン�

廃棄物量　4,998トン�

埋立て量　　　45トン�

PRTR該当物質 124トン�

本年総量�

デバイス事業�

本年総量�

エレクトロニクス機器事業�

増減量�増減率�増減量�

CO2　   　14,119トン�

ＮＯｘ　　　　　   2トン�

ＳＯｘ　　　　　   3トン�

廃棄物量　1,392トン�

埋立て量　　102トン�

PRTR該当物質　  3トン�

4,603トン増�

5トン増�

2トン増�

1,115トン増�
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25%増�

31%増�
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32%減�

14%増�

449トン増�

0.3トン増�

0.3トン増�

15トン減�

85トン減�

1トン増�

�

33%増�

28%増�

10%増�

1%減�

45%減�

92%増�
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※環境費用の中に固定資産の減価償却費は含めていません。    �
※人件費は、平均単価を使用して算出しています。    

リサイクル・廃棄費用�

公害防止コスト　　 地球環境保全コスト　　 資源循環コスト　　 上・下流コスト　　 管理活動コスト　　 研究開発コスト　　 社会活動コスト　　 その他のコスト　　　　　　�

�

公害防止コスト　　 地球環境保全コスト　　 資源循環コスト　　 上・下流コスト　　 管理活動コスト　　 研究開発コスト　　 社会活動コスト　　 その他のコスト　　　　　　�

2002年度の実績は下表の通りです。集計対象範囲が

変更になりましたので、2001年度の実績も変更後の対象

範囲に修正しています。（1ページ参照）

環境設備投資は、LCD洗浄装置や鉛フリーはんだ研

究用装置の購入など71百万円でした。2001年度は高知

カシオ第3工場の増設に伴う環境投資約12億円などがあ

りましたが、2002年度は大幅に減少しました。環境費用

はデバイスが微増、エレクトロニクスがやや減少という

結果となり、全体的には特に大きな変化はありません

でした。

なお、その他のコストの項目に4百万円の費用が発生

していますが、北米環境法規制対応のための費用として

単年度のみの発生費用です。環境保全対策に伴う経済

効果については、昨年大幅にマイナスとなった省エネル

ギー効果が改善された反面、リサイクル・廃棄費用削減効

果の減少もあり、全体としては若干の増加になりました。

経済効果率�

�

経済効果全金額�
環境費用総額�

売上環境効率�

�

売上※（百万円）�
環境負荷（CO2排出量：トン-CO2）�

CO2排出1トンあたり、どれだけの�
売上高を上げているかを表します。�

環境活動の総費用が経済的合理性を�
どの程度有しているかを表します。�

0.07 0.53 0.34 0.57 0.30▲0.09

2002年度� 2001年度�

デバイス事業�エレクトロニクス機器事業� 計�

�

デバイス事業�エレクトロニクス機器事業� 計�

�

0.98 15.77 3.40 12.79 2.900.91

2002年度� 2001年度�

デバイス事業�エレクトロニクス機器事業� 計�

�

デバイス事業�エレクトロニクス機器事業� 計�

�
※売上：国内９社（Ｐ1参照）がカシオグループ以外へ販売した売上を合計したもの�

＊各事業所、プロジェクト毎に行った環境改善活動の効果を表し、投入費用対年間の省エネ効果金額の比で表し、１以上
を理想としておりますが、減価償却期間を乗じた場合に1以上であれば、環境経営状態と考えています。�
＊＊投資額は2001年、効果は2002年の年間実績にて算出しています。�
なお、プロジェクト単位の効果のうち、将来の効果については仮定的な計算に基づく数値となりますので、下記の経済効
果の実績金額には含まれていません。�

= 1.06=
20,200千円（効果金額）�

19,000千円（投入費用）�
排水回収再利用装置設置�

= 0.12=
65千円（効果金額）�

550千円（投入費用）�
照明器具高効率型（Hf）切換え�

= 0.075=522千円（効果金額）�

7,000千円（投入費用）�
高効率変圧器更新�

純水で洗浄した後の排水を回収し、再び、純水を作る原水として再使用し、地下水汲上げ量削減、下水道
への放流水量とその料金及び処理薬液削減とその費用を低減し、費用回収１年以下とし、減価償却期間
は15年と大きな効果を得ました。�

工程領域の一部について、必要以上の照度部分はないかを詳細に調査、見直しを行い、且つ高効率な
Hf型の蛍光灯に切換え、電力を削減いたしました。小規模な範囲であることから経済効果率0.12と
なっていますが、減価償却期間10年以内には投資回収できる値となっています。�

工場供給電力トランスを、高効率のタイプに置き換え、電力変換効率を高め省エネを図りました。経済
効果率0.075と効果は小さくなっていますが、減価償却期間15年以内には投資回収できる値となって
います。�

実施内容� 費用対効果計算式� 経済効果率�

（水資源を年間 約4万ｍ3削減が可能となり、市下水道への排水量が削減されております）�


